
 
資料２ 

国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所の 

中長期目標の変更について（概要） 

 

【経緯・変更点】 

 医薬品等を始めとする重要な物資については、「経済財政運営と改革の基本方

針 2022」（令和４年６月７日閣議決定）において、供給途絶リスクを将来も見据

えて分析し、基金等の枠組みも含め、助成などの必要な支援措置を整備すること

で、安定供給を早急に確保することが求められている。 

 また、経済施策を一体的に講ずることによる安全保障の確保の推進に関する

法律（令和４年法律第 43号。以下「経済安全保障推進法」という。）においては、

国民の生存に必要不可欠又は広く国民生活・経済活動が依拠する重要な物資で

あって、当該物資又はその生産に必要な原材料等を外部に過度に依存し又は依

存するおそれがあるものについて、外部からの行為により国家及び国民の安全

を害する事態を未然に防止するため、安定供給確保を図ることが特に必要な物

資（以下「特定重要物資」という。）を指定し、当該物資の安定供給確保に取り

組む事業者を支援することとしており、令和４年 12月に抗菌性物質製剤が特定

重要物資として指定された。 

本研究所は、経済安全保障推進法第 42条第２項の規定に基づき、経済施策を

一体的に講ずることによる安全保障の確保の推進に関する法律施行令（令和４

年政令第 394号）第１条第１号（抗菌性物質製剤）に掲げる特定重要物資に係る

安定供給確保支援独立行政法人として指定される見込みである。 

以上を踏まえ、国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所法（平成 16年

法律第 135号）第 15条の３条に規定する基金を設置し、厚生労働省と緊密に連

携しながら、抗菌性物質製剤の安定供給確保に取り組む事業者に対し、安定供給

確保支援業務を行うため、本経緯を中長期目標に盛り込む変更を行う。 

 

 

【根拠法令】 

◎独立行政法人通則法（平成 11年法律第 103号）（抄） 

（中長期目標） 

第三十五条の四 主務大臣は、五年以上七年以下の期間において国立研究開発

法人が達成すべき業務運営に関する目標（以下「中長期目標」という。）を定

め、これを当該国立研究開発法人に指示するとともに、公表しなければならな

い。これを変更したときも、同様とする。 

２ 中長期目標においては、次に掲げる事項について具体的に定めるものとする。 

一 中長期目標の期間（前項の期間の範囲内で主務大臣が定める期間をいう。

以下同じ。） 

二 研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する事項 

三 業務運営の効率化に関する事項 



四 財務内容の改善に関する事項 

五 その他業務運営に関する重要事項 

３ 主務大臣は、中長期目標を定め、又はこれを変更しようとするときは、あら

かじめ、委員会の意見を聴かなければならない。 

４～６（略） 

 

（財務大臣との協議） 

第六十七条 主務大臣は、次の場合には、財務大臣に協議しなければならない。 

一（略） 

二 第三十五条の四第一項の規定により中長期目標を定め、又は変更しようと

するとき。 

三～七（略） 

 

◎経済施策を一体的に講ずることによる安全保障の確保の推進に関する法律

（令和４年法律第 43号）（抄） 

（特定重要物資の指定） 

第七条 国民の生存に必要不可欠な若しくは広く国民生活若しくは経済活動が

依拠している重要な物資（プログラムを含む。以下同じ。）又はその生産に必

要な原材料、部品、設備、機器、装置若しくはプログラム（以下この章におい

て「原材料等」という。）について、外部に過度に依存し、又は依存するおそ

れがある場合において、外部から行われる行為により国家及び国民の安全を

損なう事態を未然に防止するため、当該物資若しくはその生産に必要な原材

料等（以下この条において「物資等」という。）の生産基盤の整備、供給源の

多様化、備蓄、生産技術の導入、開発若しくは改良その他の当該物資等の供給

網を強靱
じん

化するための取組又は物資等の使用の合理化、代替となる物資の開

発その他の当該物資等への依存を低減するための取組により、当該物資等の

安定供給確保を図ることが特に必要と認められるときは、政令で、当該物資を

特定重要物資として指定するものとする。 

 

（安定供給確保支援独立行政法人の指定及び業務） 

第四十二条 （略） 

２ 主務大臣は、安定供給確保取組方針に基づき、その所管する独立行政法人の

うち、その所管する事業に係る特定重要物資に係るものを、特定重要物資ごと

に安定供給確保支援独立行政法人として指定することができる。 

３ （略） 

 

◎国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所法（平成 16年法律第 135

号）（抄） 

（基金の設置等） 

第十五条の三 研究所は、厚生労働大臣が通則法第三十五条の四第一項に規定



する中長期目標において安定供給確保支援業務に関する事項を定めた場合に

は、経済施策を一体的に講ずることによる安全保障の確保の推進に関する法

律第四十三条第一項に規定する基金（次項及び次条において「基金」という。）

を設け、次項の規定により交付を受けた補助金をもってこれに充てるものと

する。 

２～４（略） 

 

（中長期目標等に関する内閣総理大臣等との協議） 

第二十一条 厚生労働大臣は、通則法第三十五条の四第一項の規定により中長

期目標（安定供給確保支援業務に係る部分に限る。）を定め、又は変更すると

きは、あらかじめ、内閣総理大臣その他関係行政機関の長に協議しなければな

らない。 

２ （略） 


